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１【提出理由】

　当社及び連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況に著しい影響を与える事象が発生しましたの

で、金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定

に基づき、本臨時報告書を提出いたします。

 

２【報告内容】

当社グループは、平成29年7月18日に開催した取締役会において、事業構造改革による企業体質の改善と成長戦略の基

盤整備を促進するため、ＰＭ事業の撤退及び半導体デバイス事業における不採算製品からの撤退を決議し、以下の通り

実施いたしました。

 

（１）当該事象の発生年月日

平成29年10月25日（取締役会決議日）

 

（２）当該事象の内容

①たな卸資産評価損及び廃却損

当社及び一部の連結子会社において、撤退対象となるたな卸資産の一部を廃却した他、今後廃却予定のたな卸

資産及び販売見込のないたな卸資産の収益性が低下したため、個別損益ではたな卸資産評価損を75億21百万円及

びたな卸資産廃却損を45百万円、連結損益ではたな卸資産評価損を75億21百万円及びたな卸資産廃却損を72億67

百万円、それぞれ事業構造改革費用として特別損失に計上いたします。

 

②関係会社株式評価損

当社が保有するピーティー　サンケンインドネシア株式の評価額が投資価額を大幅に割り込んだため、関係会

社株式評価損を個別損益で24億13百万円、事業構造改革費用として特別損失に計上いたします。

 

③関係会社貸倒引当金繰入額

当社の連結子会社であるピーティー　サンケンインドネシアに対する貸付金の回収に懸念が生じたため、当社

が保有する債権に対して関係会社貸倒引当金繰入額を個別損益で67億77百万円、事業構造改革費用として特別損

失に計上いたします。

 

（３）当該事象の個別損益及び連結損益に与える影響額

当該事象により、平成30年３月期第２四半期の個別及び連結損益において、平成29年10月17日にお知らせしまし

た特別早期退職プログラムによる事業構造改革費用に、下記内訳の損失を追加して特別損失に計上いたします。

　なお、事業構造改革費用のうち関係会社株式評価損、関係会社貸倒引当金繰入額は連結上相殺されるため、連結

損益に与える影響はありません。

 
事業構造改革費用の内訳

（個別損益）       たな卸資産評価損 　　　　  7,521百万円

　                 たな卸資産廃却損　　　　       45百万円

　                 関係会社株式評価損          2,413百万円

　                 関係会社貸倒引当金繰入額    6,777百万円

（連結損益）       たな卸資産評価損　　　　　  7,521百万円

　                 たな卸資産廃却損　　　　    7,267百万円
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